
■実施方針に対する意見への回答
№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 意見の内容 意見への回答

1 4 第1 1 (7)① 事業方式 ＳＰＣを設立してＤＢＯ方式とする。としてい
ますが、ふじみ野市文化施設基本構想・基本計
画では、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式な
どについてＶＦＭや適正評価の比較を行ってい
ますが、ＤＢ＋指定管理方式も本事業では有効
と考えられます。ＤＢ＋指定管理を含めた比較
検討を得て、事業方式を決めるべきではないで
しょうか。

原案のとおりとします。

2 5 第1 1 (7)③ 事業実施スケ
ジュール（予
定）

特定事業契約の仮契約は令和2年5月でありその
前にSPCを設立する必要がありますが、開業準備
業務の開始は令和3年4月からであり、その間の
約11ヶ月はSPCは休眠状態となってしまいます。
休眠状態であってもコストはかかりますので、
維持管理業務委託契約は先送りするか、SPCの設
立は任意としていただけませんでしょうか。

原案のとおりとします。

3 7 第1 2 (1)① 定量的評価
（ＶＦＭ評
価）の実施

VFM・予算の算定について、使用する指数の想定
はありますでしょうか。維持管理については、
日銀の「企業向けサービス価格指数」を用いる
ケースがありますが、経験上実態の物価とは乖
離しています。維持管理運営業務に関しては、
業務のコストを構成するものはほとんどが人件
費の為、厚生労働省の「毎月勤労統計調査賃金
指数決まって支給する給与」の指数を適用する
等、ご検討お願い致します。

募集要項公表時に示します。

4 11 第2 3 (1)③ 応募者の構成
等

参加表明書提出後、応募者の構成員又は協力企
業の変更は原則として認めない。ただし、やむ
を得ない事情が生じた場合は市と協議を行う」
とありますが、やむを得ず企業の変更が必要と
なった場合、「第2-3-(5)参加資格の確認及び失
格要件」と同じ扱いのように、(参加表明から優
先交渉権者決定日までは代表企業および構成・
協力企業、優先交渉権者決定日から事業契約締
結前日までは構成・協力企業)その役割を代替す
る企業を新たに申請することで参加資格を満た
すよう、変更願えないでしょうか。

実施方針に対する質問への回答No14をご参照く
ださい。



№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 意見の内容 意見への回答
5 15 第2 3 (6)③ ＳＰＣの設立 事業費割合が一番高い企業が代表企業となるこ

とが一般的ですが、本事業においては建設業務
の割合が一番高いと思われ、建設企業が代表企
業となることが想定されます。一方、代表企業
がSPCの最大出資者となることとされています
が、仮に建設企業が代表企業となった場合、専
ら維持管理業務を実施するSPCの最大出資者にな
ることは、SPCの業務の専門性等を鑑みるとSPC
運営に支障をきたすことも想定されるため、SPC
の最大出資者はとなるのは代表企業ではなく、
維持管理企業とするか、最大出資者の定めをし
ないこととしていただけませんでしょうか。

原案のとおりとします。
なお、第2 3(6)⑤に示すとおり、市の事前の書
面による承諾がある場合は株式譲渡及び代表企
業の交代は可能です。

6 15 第2 3 (6)④ ＳＰＣの設立 建設企業は必ずSPCに出資するとありますが、基
本契約において構成企業は一体となってもしく
は協力して本事業を遂行することが定められる
と思われ、事業全体についての責任を負うこと
から、建設企業が専ら維持管理業務を行うSPCに
出資することは自由としていただけませんで
しょうか。

原案のとおりとします。

7 15 第2 3 (6)④ ＳＰＣの設立 できるだけ市内の建設企業にも参画していただ
きたいと考えていますが、専ら維持管理業務を
行うSPCに市内建設企業が出資することにはハー
ドルが高いと思われるため、建設企業のSPCへの
出資は自由とするか、建設共同企業体スポン
サー企業の1社で良いとしていただけませんで
しょうか。

実施方針に対する質問への回答No26をご参照く
ださい。

8 30 別紙4 リスク分担表 「第三者賠償リスク」、「事業中止・延期・遅
延リスク」、「遅延リスク」、「什器・備品管
理リスク」、「什器・備品更新リスク」、「維
持管理費増大リスク」、「施設損傷リスク」に
おいては、発注者の事由によるもの以外のリス
クは事業者がリスク負担することとなっていま
すが、運営企業（運営業務を指定管理により委
託する場合等）に帰責性がある場合（施設利用
者の故意・過失を含む）においても事業者がリ
スク負担するということは不合理と思われます
ので、事業者に帰責性がある場合に限定してい
ただけませんでしょうか。また、運営企業との
リスク分担もあわせて検討していただけません
でしょうか。

本表においては、市と事業者の関係性を示して
おり、運営者は市に含まれます。



№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 意見の内容 意見への回答
9 30 別紙4 リスク分担表

「法制度リス
ク」

法制度について、「上記以外で、本事業のみな
らず広く一般的に適用される法制度の新設・変
更に関するもの(税制度を除く）」とあります
が、広く一般的に適用される法制度の新設・変
更により整備費・維持管理費が増大しSPCの経営
に影響を与えるケースもあります。国交省のあ
る事業の事業契約の中には、法令変更リスクに
ついて「対象事業又は国が所有する施設の整
備、維持管理・運営に、特別に又は類型的に影
響を及ぼす法令の変更以外についても、伴う増
加費用の発生の防止手段を合理的に期待できな
いと認められる場合については、国が当該増加
費用を負担する」とする事例があります。本事
業においても、上記のようなリスク分担を希望
します。

原案のとおりとします。なお、結果の合理性に
ついても判断材料となります。

10 30 別紙4 リスク分担表
「法制度リス
ク」

事業者は現状の法制度に基づいて必要な工事費
や経費等の算定を行います。広く一般的に適用
される法制度の新設・変更であっても、事業費
が増加し、事業継続が不可能となる場合には、
全て発注者のリスクとするようお願いいたしま
す。

原案のとおりとします。

11 30 別紙4 リスク分担表
「税制度リス
ク」

事業者の利益に課される税制度の新設・変更に
関するものであっても、事業費が増加し、事業
継続が不可能となる場合には、全て発注者のリ
スクとするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

12 30 別紙4 リスク分担表
「許認可リス
ク」

・発注者の事由による許認可の取得遅延は、発
注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外による許認可の取得遅延(本表に別段
の定めがあるものは除く。）は、発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

13 30 別紙4 リスク分担表
「不可抗力リ
スク」

通常の予見可能な範囲を超えるものとはきわめ
て曖昧な表現で、リスクの想定が不可能です。
・建築基準法など法令に基づいた範囲を超える
ものは、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。



№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 意見の内容 意見への回答
14 30 別紙4 リスク分担表

「環境リス
ク」

住宅に近接しているため、地域住民との関係リ
スクが想定されます。事業者が提案時点で把握
できなかったリスクについては、発注者の負担
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

15 30 別紙4 リスク分担表
「用地瑕疵リ
スク」

合理的に想定できる地質障害や地中障害物等。
とありますが、提示された情報・資料から事業
者が想定できる物は提案書提出時点で提示が可
能です。事業者が提案書提出時に想定できな
かったものは発注者負担とするようお願いいた
します。

原案のとおりとします。

16 30 別紙4 リスク分担表
「物価リス
ク」

一定の範囲内の物価変動は事業者が負担。とあ
りますが、マイナスの物価変動があった場合で
も、相互に同一条件とするようお願いいたしま
す。当選後の協議で、双方が同意できる合理的
な物価変動の基準や再見積提出の基準を設ける
ようお願いいたします。事業期間が長く、二つ
の施設を整備するため全ての調印にあたっては
これらの合意が不可欠です。

ご意見として承ります。

17 30 別紙4 リスク分担表
「事業中止・
延期・遅延リ
スク」

・発注者の事由による事業の中止・延期・遅延
は、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事業の中止・延期・遅延(本表に別
段の定めがあるものは除く。）は、発注者負
担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

18 30 別紙4 リスク分担表
「性能リス
ク」

国土交通省が性能発注について具体的な説明を
しているように、抽象的な性能表記を排除し、
明確で具体的で誰が見ても同じ判断ができるよ
うな形での性能（要求水準）の一覧での提示
と、入力条件（要求水準を満たす前提となる条
件）の提示をお願いいたします。それらを元
に、基本設計図面や実施設計図面の承認、建物
の中間検査、竣工検査（要求水準達成の確認）
を行うよう願いいたします。維持管理について
も、同じです。

ご意見として承ります。



№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 意見の内容 意見への回答
19 30 別紙4 リスク分担表

「測量・調査
リスク」

・発注者が提示した測量・調査の不備は、発注
者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の測量・調査の不備(本表に別段の定
めがあるものは除く。）は発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

20 30 別紙4 リスク分担表
「設計遅延・
設計費の増大
リスク」

・発注者の事由により設計の完了遅延･設計費の
増大は、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事由による設計の完了遅延・設計
費の増大(本表に別段の定めがあるものは除
く。）は、発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

21 30 別紙4 リスク分担表
「設計変更リ
スク」

・発注者事由による大幅な計画・設計変更等
は、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事由による大幅な計画・設計変更
等(本表に別段の定めがあるものは除く。）は、
発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

22 30 別紙4 リスク分担表
「工事遅延・
工事費の増大
リスク」

・発注者の事由による工事遅延、工事費の増大
は、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事由による工事遅延、工事費の増
大(本表に別段の定めがあるものは除く。）は、
発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

23 31 別紙4 リスク分担表
「遅延リス
ク」

・発注者の事由による維持管理開始の遅延に関
するものは、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事由による維持管理開始の遅延に
関するもの(本表に別段の定めがあるものは除
く。）は発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。



№ 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 意見の内容 意見への回答
24 31 別紙4 リスク分担表

「什器・備品
管理リスク」

・発注者の事由による什器・備品等の破損・紛
失・盗難は、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事業期間中に必要となる什器・備
品等の破損・紛失・盗難(本表に別段の定めがあ
るものは除く。）は、発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

25 31 別紙4 リスク分担表
「什器・備品
更新リスク」

・発注者の事由による業務に関する什器・備品
等の更新は、発注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事業期間中に必要となる什器・備
品等の更新(本表に別段の定めがあるものは除
く。）は、発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

26 31 別紙4 リスク分担表
「施設瑕疵リ
スク」

・事業契約に規定する瑕疵事項、担保期間中に
見つかった施設の瑕疵は、事業者負担。
・上記以外は、発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

27 31 別紙4 リスク分担表
「業務内容変
更リスク」

・発注者の事由による業務内容変更は、発注者
負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事由による業務内容変更によるも
の(本表に別段の定めがあるものは除く。）は、
発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

28 31 別紙4 リスク分担表
「維持管理費
増大リスク」

・発注者の事由による維持管理費の増大は、発
注者負担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事由による維持管理費の増大(本表
に別段の定めがあるものは除く。）は、発注者
負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。

29 31 別紙4 リスク分担表
「施設損傷リ
スク」

・発注者の事由による施設の損傷は、発注者負
担。
・事業者の帰責による場合は、事業者負担。
・上記以外の事由による施設の損傷(本表に別段
の定めがあるものは除く。）は、発注者負担。
とするようお願いいたします。

原案のとおりとします。


